
特
集

地方自治体の債権回収と
新たな収入確保策
　長引く不況の影響などにより、厳しい税財政環境におかれた地方自治体では、近年、税金・債権の
滞納が増加し、その財政は逼

ひっぱく

迫の度を高めています。
　今回の特集では、地方税、各公共料金、社会保険料などの徴収率アップを目指して、積極的に取り
組む都市自治体の事例を中心に、地方自治体の債権回収と新たな収入確保策を紹介します。また、
増え続ける滞納の実態と原因、その改善のための課題にも触れます。

9 市政 FEBRUARY 2011

寄稿 1
地方税収入の低迷と収入確保策
問われる公平性確保と統治能力
奈良女子大学名誉教授　澤井　勝

寄稿 2 船橋市における債権回収への取り組み
船橋市長　藤代孝七

寄稿 3

寄稿 4

加西市における債権回収と
新たな収入確保への取り組み
加西市長　中川暢三

未収債権を確保せよ!
〜横浜市の取り組み〜
横浜市健康福祉局課長補佐　川井幸生
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特集　地方自治体の債権回収と新たな収入確保策
寄稿 1

　

伸
び
悩
む
税
収
と
増
加
す
る
事
務
事
業
・
権
限

　

日
本
経
済
の
低
成
長
と
雇
用
構
造
の
変
化
、
そ
れ

に
平
成
20
年
９
月
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
の
影
響

で
、
地
方
税
収
は
長
期
的
に
伸
び
て
い
な
い
。
都
道

府
県
税
の
平
成
22
年
９
月
末
の
調
定
実
績
は
、
地

方
財
政
計
画
ベ
ー
ス
（
法
定
外
税
や
超
過
課
税
分
を

除
く
）で
は
前
年
度
同
期
比
９
・
１
％
減
と
な
っ
て
い

る
。
市
町
村
税
で
も
、
例
え
ば
滋
賀
県
内
の
近
江
八

幡
市
を
除
く
12
市
の
平
成
22
年
度
当
初
予
算
の
税
収

見
込
み
は
、
全
市
で
前
年
度
に
比
べ
て
マ
イ
ナ
ス
と

な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
理
由
は
い
く
つ
か
あ
る
。
第
一
に
、
景
気

が
な
か
な
か
上
向
か
な
い
と
い
う
経
済
情
勢
の
影

響
が
あ
る
。
こ
れ
は
特
に
法
人
関
係
税
で
影
響
が

大
き
い
。
第
二
に
は
、
特
に
市
民
税
個
人
所
得
割

が
伸
び
て
い
な
い
。
原
因
の
第
一
は
、
市
民
の
一

人
当
た
り
収
入
の
減
少
が
あ
る
。
国
税
庁
の
民
間
給

与
実
態
調
査
に
よ
る
と
、
平
成
８
年
か
ら
平
成
21

年
の
間
に
、
一
人
当
た
り
給
与
総
額
は
12
％
ほ
ど

減
少
し
て
い
る
。
こ
の
民
間
給
与
の
減
少
の
理
由

の
一
つ
に
は
、
こ
の
期
間
に
急
激
に
進
ん
だ
雇
用

の
「
非
正
規
化
」
が
あ
る
。
平
成
22
年
９
月
の
労
働

力
調
査
で
は
、
非
正
規
労
働
者
の
割
合
は
34
・
５
％

と
過
去
最
高
に
な
っ
た
。
団
塊
の
世
代
が
定
年
退

職
し
て
年
金
生
活
に
入
り
、
大
幅
な
所
得
減
と
な
っ

て
い
る
こ
と
も
効
い
て
い
る
。
頼
み
の
固
定
資
産

税
も
地
価
が
下
落
す
る
中
で
、
長
期
的
に
低
落
傾

向
に
あ
る
。

　

他
方
、
地
方
税
の
徴
収
率
は
一
時
よ
り
持
ち
直

し
て
い
る
が
、
劇
的
な
改
善
と
は
な
っ
て
い
な
い
。

地
方
財
政
白
書
に
よ
る
と
、
平
成
20
年
度
の
市
町

村
税
の
徴
収
率
は
、
現
年
課
税
分
が
98
・
１
％
で
、

こ
れ
は
平
成
14
年
度
の
98
・
０
％
か
ら
０
・
１
ポ
イ

ン
ト
の
改
善
に
過
ぎ
な
い
。
滞
納
繰
り
越
し
分
の
徴

収
率
は
19
・
５
％
で
、
２
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
て
い
る
。

こ
れ
は
、
各
都
道
府
県
で
進
ん
だ
、
府
県
と
市
町
村

が
協
力
し
た
滞
納
整
理
機
構
の
設
置
な
ど
の
成
果

で
あ
ろ
う
。
現
年
分
と
滞
納
分
を
合
わ
せ
た
徴
収
率

は
、
91
・
８
％
か
ら
93
・
６
％
に
ま
で
改
善
は
し
て

き
て
い
る
。
し
か
し
こ
れ
も
既
に
頭
打
ち
の
傾
向
が

見
え
る
。

　

一
方
で
、
事
の
善
し
悪
し
は
別
に
し
て
、
基
礎
的

自
治
体
重
視
の「
地
方
分
権
改
革
」が
進
み
、
市
町
村

へ
の
国
や
都
道
府
県
か
ら
の
権
限
や
事
務
の
移
譲

は
増
え
る
傾
向
に
あ
る
。
ま
た
、
高
齢
化
が
進
み
、

少
子
化
に
歯
止
め
を
か
け
る
べ
き
仕
事
は
増
え
つ

つ
あ
る
。

　

こ
う
い
う
状
況
の
下
で
、
改
め
て
都
市
の
収
入
確

保
策
の
強
化
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

収
入
確
保
策

（
１
）滞
納
整
理
、
租
税
債
権
の
確
保
と
整
理

　

徴
収
率
の
低
下
に
歯
止
め
を
か
け
、
税
の
公
平
性

を
確
保
す
る
こ
と
を
目
的
に
平
成
13
年
４
月
に
「
茨

城
租
税
債
権
管
理
機
構
」が
発
足
。
次
い
で
、「
三
重

県
地
方
税
管
理
回
収
機
構
」
が
平
成
16
年
４
月
に
で

き
た
。
平
成
22
年
４
月
現
在
で
は
、
北
海
道
に
渡
島
・

檜
山
地
方
や
釧
路
・
根
室
地
方
な
ど
４
つ
、
岩
手
県
、

宮
城
県
、
茨
城
県
、
栃
木
県
、
千
葉
県
、
福
井
県
、

山
梨
県
、
三
重
県
、
静
岡
県
、
滋
賀
県
、
京
都
府
、

和
歌
山
県
、
鳥
取
県
、
香
川
県
、
愛
媛
県
、
徳
島
県
、

長
崎
県
な
ど
に
設
立
さ
れ
て
い
る
。
組
織
形
態
と
し

て
は
、
一
部
事
務
組
合
、
広
域
連
合
、
任
意
団
体
と

が
あ
る
。

　

こ
れ
に
滞
納
整
理
で
差
し
押
さ
え
た
絵
画
や
自
動

車
な
ど
動
産
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
公
売
に
か
け
る
方

式
が
平
成
16
年
７
月
に
、
東
京
都
主
税
局
が
ヤ
フ
ー

と
提
携
し
て
実
施
す
る
こ
と
で
実
現
し
、
大
き
な
成

果
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
全
国
化
し
て
い
る
。
も
ち
ろ

ん
滞
納
整
理
は
、
各
市
ご
と
に
滞
納
整
理
の
専
門
課

の
設
置
や
、
全
庁
的
に
職
員
を
動
員
す
る
方
式
な
ど

さ
ま
ざ
ま
な
工
夫
が
さ
れ
て
い
る
。

（
２
）独
自
課
税=

自
主
課
税

　

平
成
12
年
の
地
方
分
権
一
括
法
の
施
行
に
よ
っ

て
、
そ
れ
ま
で
法
定
外
普
通
税
だ
け
だ
っ
た
自
主
課

税
に
つ
い
て
、
法
定
外
目
的
税
も
認
め
ら
れ
る
よ
う

に
な
っ
た
。
自
主
課
税
あ
る
い
は
独
自
課
税
に
は
、

大
き
く
二
つ
が
あ
る
。
一
つ
は
「
超
過
課
税
」
で
あ

り
、
も
う
一
つ
は「
法
定
外
税
」の
新
設
で
あ
る
。

（
ア
）超
過
課
税
方
式（
現
行
税
率
へ
の
上
乗
せ
）

Ａ
．
個
人
住
民
税
お
よ
び
法
人
住
民
税
の
均
等
割

へ
の
超
過
課
税　

　
　

県
税
で
あ
る
が
高
知
県
か
ら
始
ま
っ
た
「
森

林
税
」
が
著
名
で
、
平
成
20
年
度
ま
で
に
23

府
県
で
導
入
さ
れ
て
い
る
。

Ｂ
．
個
人
市
民
税
の
所
得
割
へ
の
超
過
課
税

Ｃ
．
法
人
市
民
税
の
法
人
割
へ
の
超
過
課
税

　
　

ほ
と
ん
ど
の
市
町
村
で
実
施
さ
れ
て
い
る
。

Ｄ
．
固
定
資
産
税
の
超
過
課
税　
　

な
ど

（
イ
）法
定
外
税
の
創
設

Ａ
．
法
定
外
普
通
税　

　
　

熱
海
市
の
別
荘
税
、三
浦
市
の
ヨ
ッ
ト
税
な
ど
。

Ｂ
．
法
定
外
目
的
税　

　
　

県
税
で
あ
る
が
産
業
廃
棄
物
埋
め
立
て
税
を

21
団
体
で
実
施
。
沖
縄
県
で
は
伊
平
屋
村
、

伊
是
名
村
で
環
境
協
力
税
と
い
う
名
で
、

フ
ェ
リ
ー
で
の
入
村
者
に
１
０
０
円
程
度
課

税
す
る
形
で
導
入
さ
れ
て
い
る
。

　

た
だ
し
自
主
課
税
に
つ
い
て
は
、
税
の
目
的
、
使

途
、
財
源
の
規
模
と
コ
ス
ト
、
受
益
と
負
担
の
透
明

性
、
負
担
の
公
平
性
、
政
策
効
果
な
ど
に
つ
い
て
系

統
的
で
、
説
得
力
の
あ
る
検
討
が
必
要
で
あ
る
。

（
３
）債
権
整
理
の
た
め
の
条
例
制
定

（
以
下
の
各
項
は
主
に
時
事
通
信
社
の
『
官
庁
速
報
』

の
報
道
を
整
理
し
た
も
の
で
あ
る
）

　

東
京
都
が
平
成
17
年
度
か
ら
始
め
た
債
権
回
収
の

一
元
管
理
の
仕
組
み
で
、
自
治
体
の
債
権
を
自
力
回

収
で
き
る「
公
債
権
」と「
私
債
権
」と
に
区
別
し
て
、

そ
れ
ら
を
適
切
に
徴
収
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

現
在
27
都
道
府
県
に
あ
る
。
平
成
22
年
11
月
施
行
の

大
阪
府
条
例
で
は
、
府
の
抱
え
る
債
権
を
、
①
府
税

と
同
様
に
強
制
徴
収
が
認
め
ら
れ
て
い
る
債
権
（
道

路
・
河
川
占
用
料
、
児
童
保
護
費
保
護
者
負
担
金
な

ど
）、
②
公
法
上
の
債
権
だ
が
、
強
制
徴
収
が
認
め

ら
れ
て
い
な
い
た
め
に
裁
判
所
の
関
与
が
必
要
な
債

権
（
庁
舎
施
設
使
用
料
、
公
園
緑
地
使
用
料
な
ど
）、

③
私
法
上
の
債
権
で
、
強
制
徴
収
に
は
裁
判
所
の
関

与
が
必
要
な
債
権
（
府
営
住
宅
使
用
料
、
中
小
企
業

向
け
貸
付
金
な
ど
）
に
分
類
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
の

地
方
税
収
入
の
低
迷
と
収
入
確
保
策

　
問
わ
れ
る
公
平
性
確
保
と
統
治
能
力

奈
良
女
子
大
学
名
誉
教
授　

澤さ
わ
い井

　
勝

ま
さ
る

図１　地方税収の推移
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（注１）表中における計数は、超過課税及び法定外税を含まず、地方法人特別譲与税を含む。
（注２）平成20年度までは決算額、21年度は決算見込額、22年度は地方財政計画額である。

総務省ＨＰの図を基に、編集部にて作成
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税源移譲
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特集　地方自治体の債権回収と新たな収入確保策
寄稿 2

う
ち
、
法
律
で
延
滞
金
の
規
定
が
な
い
も
の
に
つ
い

て
も
延
滞
金
を
取
れ
る
よ
う
に
規
定
す
る
。
な
お
、

大
阪
府
八
尾
市
が
平
成
22
年
12
月
議
会
で
債
権
管
理

条
例
を
制
定
し
、
同
月
24
日
に
施
行
し
て
い
る
。

（
４
）民
間
へ
の
業
務
委
託

　

民
間
セ
ク
タ
ー
の
債
権
回
収
機
構
・
会
社
（
法
務

大
臣
の
認
可
）
に
、
県
外
に
移
住
し
た
住
民
に
対
す

る
公
営
住
宅
滞
納
家
賃
な
ど
の
回
収
を
業
務
委
託
す

る
自
治
体
も
増
加
し
て
い
る
。
同
様
に
、
民
間
事
業

者
に
電
話
に
よ
る
督
促
を
委
託
す
る
事
例
も
あ
る
。

（
５
）納
税
者
の
便
宜
を
考
慮
し
た
取
り
組
み

　

コ
ン
ビ
ニ
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
の
収
納
な
ど
の

納
税
者
の
便
宜
を
考
え
た
収
納
改
革
。
こ
れ
に
、
平

成
18
年
の
地
方
自
治
法
改
正
で
可
能
に
な
っ
た
ク
レ

ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
に
よ
る
決
済
の
導
入
も
進
ん
で
い

る
。
こ
れ
は
う
っ
か
り
納
税
や
支
払
い
を
忘
れ
て

も
、
督
促
を
受
け
た
ら
役
所
の
取
り
扱
い
時
間
外
に

も
納
め
る
こ
と
が
で
き
る
な
ど
の
利
点
が
大
き
い
。

（
６
）行
政
財
産
の
貸
し
付
け
可
能
に
伴
う
取
り
組
み

　

同
じ
く
平
成
18
年
の
地
方
自
治
法
の
改
正
で
、
行

政
財
産
の
貸
し
付
け
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と

を
受
け
て
、
さ
ま
ざ
ま
な
形
で
取
り
組
み
が
行
わ
れ

て
い
る
。

　

東
京
都
は
都
税
事
務
所
の
駐
車
場
を
民
間
に
貸
し

付
け
て
コ
イ
ン
パ
ー
キ
ン
グ
と
し
て
活
用
し
て
収
益

を
上
げ
た
。
北
海
道
は
平
成
21
年
か
ら
本
庁
舎
の

改
築
用
の
仮
庁
舎
用
地
で
、
１
２
０
台
分
を
コ
イ

ン
パ
ー
キ
ン
グ
と
し
て
民
間
に
貸
し
付
け
、
年
間

４
２
０
０
万
円
、
３
年
で
１
億
２
６
０
０
万
円
の
収

入
を
得
た
。

　

鹿
児
島
県
は
平
成
21
年
度
か
ら
、
県
立
高
校
を
中

心
に
自
動
販
売
機
89
台
分
に
つ
い
て
事
業
者
を
公
募

し
て
貸
し
付
け
た
。
貸
し
付
け
の
前
は
、
使
用
許
可

を
し
て
使
用
料
を
取
る
形
式
だ
っ
た
が
、
貸
し
付
け

に
よ
っ
て
１
８
０
０
万
円
の
貸
付
料
を
得
た
。
使
用

料
の
45
倍
の
収
入
増
で
あ
る
。

　

埼
玉
県
は
平
成
23
年
度
か
ら
、
自
動
販
売
機
貸
し

付
け
の
業
者
公
募
に
「
総
合
評
価
制
度
」
を
入
れ
る
。

22
年
度
は
価
格
要
件
75
点
だ
っ
た
が
、
そ
れ
を
65
点

に
し
、
事
業
者
の
社
会
的
貢
献
度
を
35
点
と
評
価
す

る
。
１
０
０
点
満
点
の
う
ち
、
県
の
基
金
や
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
活
動
へ
の
参
加
度
の
社
会
貢
献
度
が
24
点
、

学
校
な
ど
施
設
整
備
へ
の
事
業
協
力
に
３
点
、
災
害

対
策
や
省
エ
ネ
な
ど
に
５
点
な
ど
。

　

滋
賀
県
野
洲
市
や
山
梨
県
笛
吹
市
な
ど
で
は
、
組

織
再
編
や
合
併
に
よ
っ
て
空
い
た
市
庁
舎
の
一
部
を

介
護
事
業
者
や
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
事
業
者
に
貸
し
付
け
、
相

当
の
貸
付
料
収
入
を
得
て
い
る
。

（
７
）広
告
料
の
確
保
な
ど

　

広
告
料
の
確
保
や
ネ
ー
ミ
ン
グ
ラ
イ
ツ（
命
名
権
）

の
販
売
、
こ
れ
ら
も
既
に
広
く
採
用
さ
れ
て
い
る
。

最
近
は
職
員
の
パ
ソ
コ
ン
へ
の
広
告
掲
載
な
ど
も
進

ん
で
い
る
。

（
８
）広
報
紙
・
誌
の
制
作
費
用
の
節
減

　

福
島
県
郡
山
市
は
市
の
「
暮
ら
し
の
ガ
イ
ド
ブ
ッ

ク
」
を
公
募
・
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
で
大
阪
の
広
告
出
版

会
社
と
契
約
、
共
同
で
編
集
・
発
行
す
る
。
市
の
費

用
負
担
は
ゼ
ロ
。
業
者
が
広
告
収
入
で
作
成
し
、
市

内
全
戸
に
ポ
ス
テ
ィ
ン
グ
配
布
す
る
。
３
０
０
０
万

円
の
節
約
に
な
り
、
配
布
コ
ス
ト
も
減
少
し
て
い
る
。

（
９
）中
長
期
的
な
方
向
性

　

中
長
期
的
に
は
コ
ミ
ュ
テ
ィ
・
ビ
ジ
ネ
ス
、
地
産

地
消
事
業
へ
の
支
援
な
ど
で
地
場
産
業
を
興
し
、
納

税
者
を
増
や
す
こ
と
を
考
え
る
必
要
も
あ
る
。

　

お
わ
り
に　

 

　
「
払
わ
な
い
人
」と「
払
え
な
い
人
」の
区
別
を

　

払
え
る
能
力
や
資
産
が
あ
り
な
が
ら
税
や
使
用
料

な
ど
を「
払
わ
な
い
人
や
法
人
」に
対
し
て
は
、
適
切

な
督
促
や
差
し
押
さ
え
、
競
売
を
果
断
に
行
う
た
め

の
組
織
的
取
り
組
み
を
進
め
る
こ
と
は
第
一
に
必
要

な
こ
と
だ
。
そ
れ
が
納
税
者
の
権
利
を
守
り
、
公
平

性
を
確
保
す
る
こ
と
に
も
な
る
。

　

同
時
に
、
本
人
や
家
族
の
病
気
や
失
業
、
離
婚
、

そ
れ
ら
に
伴
う
多
重
債
務
な
ど
何
ら
か
の
事
情
で
納

税
の
意
思
が
あ
り
な
が
ら「
払
え
な
い
人
」を
き
ち
ん

と
区
別
す
る
必
要
が
あ
る
。「
払
え
な
い
人
」
に
は
、

具
体
的
に
生
活
再
建
の
助
言
や
制
度
の
利
用
を
支
援

す
る
な
ど
の
親
切
で
温
か
い
対
応
が
求
め
ら
れ
る
。

滋
賀
県
野
洲
市
、
鹿
児
島
県
奄
美
市
、
岩
手
県
盛
岡

市
な
ど
の
多
重
債
務
者
支
援
の
庁
内･

庁
外
の
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
な
ど
を
参
考
に
、「
本
当
に
困
っ

て
い
る
人
」
へ
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
・
サ
ー
ビ
ス
体
制

を
構
築
し
た
い
。
こ
れ
ら
の
市
で
は
、
生
活
再
建
に

よ
っ
て
納
税
で
き
た
市
民
か
ら
、
担
当
者
が
お
礼
を

言
わ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

船
橋
市
に
お
け
る
債
権
回
収
へ
の
取
り
組
み

船ふ
な
ば
し橋

市
長　

藤ふ
じ
し
ろ
こ
う
し
ち

代
孝
七

　

財
政
健
全
化
に
向
け
て
確
実
な
市
税
徴
収
を

　

船
橋
市
の
平
成
21
年
度
一
般
会
計
歳
入
決
算
額
は

１
６
１
７
億
７
６
０
０
万
円
、
そ
の
う
ち
市
税
収
入

が
９
４
４
億
３
０
０
０
万
円
で
６
割
近
く
を
占
め
て

お
り
、
全
国
的
に
も
高
い
比
率
で
市
税
収
入
が
財
源

の
核
に
な
っ
て
い
る
。
そ
の
徴
収
率
を
上
げ
る
こ
と

が
安
定
的
な
財
源
確
保
に
つ
な
が
る
が
、
バ
ブ
ル
経

済
の
崩
壊
以
降
、
市
税
徴
収
率
は
年
々
下
が
り
続

け
、
平
成
10
年
度
に
は
滞
納
繰
越
額
が
１
０
０
億
円

を
超
え
、
市
税
徴
収
率
は
平
成
12
年
度
に
88
・
78
％

ま
で
落
ち
込
ん
だ（
図
１
参
照
）。
こ
う
し
た
市
税
収

入
の
減
少
な
ど
に
よ
る
財
政
状
況
の
悪
化
に
対
し
、

本
市
で
は
数
次
に
わ
た
る
行
政
改
革
を
進
め
て
き
た

が
、
予
想
を
上
回
る
市
税
収
入
の
落
ち
込
み
に
よ

り
、
そ
の
効
果
が
相
殺
さ
れ
て
い
た
。

　

こ
の
た
め
、
中
核
市
に
移
行
し
た
平
成
15
年
、
将

来
に
わ
た
り
持
続
可
能
な
財
政
構
造
へ
の
変
革
を

目
指
し
た
「
船
橋
市
財
政
健
全
化
プ
ラ
ン
」
を
策
定

し
、
施
策
・
事
業
の
総
点
検
を
行
っ
た
。
特
に
、
本

市
の
歳
入
の
根
幹
を
な
す
市
税
収
入
の
確
保
に
つ
い

て
は
、
こ
の
危
機
的
状
況
を
打
破
す
べ
く
市
税
徴
収

率
の
向
上
、
滞
納
繰
越
額
の
縮
減
に
向
け
た
様
々
な

対
策
を
打
ち
出
し
た
。
具
体
的
に
は
、
①
不
動
産
よ

り
も
換
価
し
や
す
い
預
貯
金
な
ど
の
債
権
を
優
先
し

た
差
押
え
、
②
本
税
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
延
滞
金
の

完
全
徴
収
へ
の
移
行
、
③
臨
戸
徴
収
か
ら
滞
納
者
の

来
庁
に
よ
る
相
談
・
徴
収
へ
の
移
行
、
④
滞
納
整
理

シ
ス
テ
ム
の
構
築
、
⑤
財
産
調
査
や
照
会
事
務
等
へ

の
非
常
勤
職
員
の
活
用
、
⑥
高
額
滞
納
者
の
滞
納
整

理
状
況
の
進
行
管
理
、
⑦
徴
収
に
伴
う
滞
納
者
の
暴

言
な
ど
か
ら
職
員
を
守
る
仕
組
み
の
確
立
な
ど
、
徴

収
業
務
の
効
率
化
や
環
境
整
備
を
図
っ
た
。
そ
の
結

果
、
平
成
15
年
度
か
ら
平
成
19
年
度
ま
で
の
４
年
間

の
市
税
徴
収
率
は
、
伸
び
率
が
４
・
38
ポ
イ
ン
ト
増

加
、
一
方
、
滞
納
繰
越
額
は
４
・
92
ポ
イ
ン
ト
縮
減

さ
れ
、
当
時
の
政
令
市
17
市
と
中
核
市
35
市
の
中
で

ト
ッ
プ
の
実
績
を
上
げ
た（
図
2
参
照
）。
平
成
21
年

度
の
市
税
徴
収
率
は
94
・
17
％
、
滞
納
繰
越
額
は

54
億
９
０
０
０
万
円
ま
で
に
圧
縮
し
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
市
税
収
入
確
保
の
取
り
組
み
が

奏
功
し
、
大
き
な
成
果
を
上
げ
た
が
、
一
方
で
市

税
以
外
の
公
金
（
強
制
徴
収
公
債
権
）
で
あ
る
国
民

健
康
保
険
料
、
介
護
保
険
料
、
保
育
料
、
下
水
道

使
用
料
、
下
水
道
受
益
者
負
担
金
の
収
入
未
済
額

お
よ
び
不
納
欠
損
額
は
年
々
増
加
し
、
平
成
18
年

度
に
は
53
億
円
と
な
り
、
こ
の
滞
納
繰
越
額
の
縮

減
が
大
き
な
課
題
と
な
っ
て
い
た
。
滞
納
繰
越
額

が
増
加
す
る
原
因
と
し
て
は
、
滞
納
整
理
を
各
公

金
所
管
課
で
行
う
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
。

　

そ
の
理
由
と
し
て
、
①
日
々
の
業
務
量
が
多
い
、

②
滞
納
整
理
に
関
す
る
法
律
は
専
門
性
が
高
く
、
③

そ
の
専
門
性
ゆ
え
に
ノ
ウ
ハ
ウ
の
継
承
が
難
し
く

継
続
的
に
処
理
が
で
き
な
い
な
ど
が
考
え
ら
れ
る
。

さ
ら
に
、
滞
納
者
は
複
数
の
公
金
を
滞
納
し
て
い

る
こ
と
が
多
く
、
公
金
所
管
課
ご
と
に
納
付
で
き

な
い
理
由
を
何
度
も
説
明
さ
せ
ら
れ
る
な
ど
、
滞

納
者
側
の
負
担
も
大
き
く
、
さ
ま
ざ
ま
な
改
善
が

必
要
で
あ
っ
た
。
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特集　地方自治体の債権回収と新たな収入確保策

　

債
権
回
収
対
策
室
を
設
置
し
、 

　

公
金
徴
収
を
一
元
化

　

平
成
19
年
度
に
各
公
金
所
管
課
お
よ
び
企
画
、

財
政
、
組
織
、
個
人
情
報
、
電
算
担
当
の
各
課
長
か

ら
な
る
公
金
徴
収
一
元
化
検
討
委
員
会
を
発
足
し
、

公
金
徴
収
一
元
化
を
検
討
し
た
。
そ
の
結
果
、
各
公

金
所
管
課
に
お
け
る
悪
質
滞
納
者
な
ど
の
徴
収
困
難

事
案
を
、
徴
収
の
専
門
組
織
に
移
管
し
て
対
応
し
た

方
が
効
率
的
で
効
果
も
期
待
で
き
る
と
の
「
公
金
徴

収
一
元
化
に
関
す
る
報
告
書
」
が
作
成
さ
れ
た
。
こ

れ
を
受
け
て
議
会
に
も
報
告
の
上
、
平
成
20
年
４
月

１
日
よ
り
税
務
部
納
税
課
内
に
、
公
金
の
一
元
徴
収

を
専
門
と
す
る
「
債
権
回
収
対
策
室
」
を
設
置
し
た
。

公
金
徴
収
一
元
化
を
実
施
す
る
際
の
環
境
整
備
と
し

て
、
ま
ず
債
権
回
収
対
策
室
で
市
全
体
の
債
権
・
債

務
情
報
を
一
元
的
に
管
理
す
る
た
め
の
事
務
分
掌
規

則
の
制
定
、
公
金
所
管
課
か
ら
債
権
回
収
対
策
室
へ

の
債
権
移
管
に
関
す
る
事
務
取
扱
要
領
の
策
定
、
個

人
情
報
保
護
条
例
に
基
づ
く
届
出
と
公
示
を
行
っ

た
。
さ
ら
に
、
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
広
報
紙
を
使

い
、
市
民
へ
の
周
知
を
図
っ
た
。
実
際
に
債
権
を
移

管
す
る
場
合
に
は
、
移
管
を
予
定
す
る
滞
納
者
に
各

公
金
所
管
課
が「
収
納
業
務
移
管
予
告
通
知
書
」を
送

付
し
、
指
定
期
限
内
に
完
納
も
し
く
は
完
納
に
至
る

納
付
計
画
が
提
出
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
、「
収
納
業

務
移
管
決
定
通
知
書
」
を
送
付
し
、
債
権
回
収
対
策

室
へ
の
移
管
が
決
定
す
る
。

　

滞
納
整
理
に
加
え
現
年
分
に
も
波
及
効
果

　

現
在
、
債
権
回
収
対
策
室
で
は
、
国
民
健
康
保
険

料
、
介
護
保
険
料
、
保
育
料
、
下
水
道
使
用
料
、
下

水
道
受
益
者
負
担
金
、
母
子
生
活
支
援
施
設
入
所

費
負
担
金
、
養
育
医
療
費
負
担
金
、
療
育
医
療
費

負
担
金
の
滞
納
事
案
を
、
公
金
別
に
一
定
条
件
に
基

づ
い
て
移
管
を
受
け
入
れ
、
そ
の
滞
納
者
が
市
税
も

滞
納
し
て
い
れ
ば
、
市
税
も
併
せ
た
一
元
徴
収
を
実

施
し
て
い
る
。
初
年
度
で
あ
る
平
成
20
年
度
は
公
金

滞
納
者
６
６
０
人
、
滞
納
額
２
億
３
０
０
０
万
円
を

移
管
。
こ
れ
ら
の
滞
納
者
が
１
億
８
０
０
０
万
円
の

市
税
も
滞
納
し
て
い
た
た
め
合
計
４
億
１
０
０
０
万

円
を
取
り
扱
っ
た
。
完
納
１
５
２
件
、
差
押
３
３
５

件
、
分
納
設
定
３
３
４
件
、
執
行
停
止
65
件
で
、

１
億
２
５
０
０
万
円
を
徴
収
し
、
処
理
率
は
85
・

61
％
と
な
っ
た
。
平
成
21
年
度
は
、
公
金
滞
納

者
１
２
２
１
人
、
公
金
３
億
２
８
０
０
万
円
、
市

税
２
億
９
１
０
０
万
円
、
合
計
６
億
１
９
０
０
万

円
を
取
り
扱
い
、
完
納
２
４
３
件
、
差
押
３
３
１

件
、
執
行
停
止
１
１
１
件
の
76
・
42
％
を
処
理
し
、

１
億
８
５
０
０
万
円
を
徴
収
（
図
3
参
照
）、
２
年

間
で
３
億
１
０
０
０
万
円
を
徴
収
す
る
こ
と
が
で
き

た
。
こ
れ
ら
の
滞
納
者
は
、
移
管
前
は
完
納
が
見
込

め
な
い
者
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
仮
に
移
管
さ
れ
て

い
な
け
れ
ば
収
入
未
済
の
ま
ま
、
い
ず
れ
時
効
が
完

成
し
て
不
納
欠
損
し
た
で
あ
ろ
う
金
額
で
あ
る
。
こ

れ
ら
を
徴
収
で
き
た
意
義
は
大
き
く
、
ま
た
、
費
用

対
効
果
に
お
い
て
も
徴
収
額
が
担
当
職
員
６
人
の
人

件
費
の
６
〜
７
倍
と
な
り
、
相
当
の
効
果
が
あ
っ
た
。

　

一
方
で
、
倒
産
や
リ
ス
ト
ラ
な
ど
に
よ
り
、
財
産

が
無
く
納
付
で
き
な
い
生
活
困
窮
者
に
は
、
滞
納
者

の
立
場
に
立
っ
て
現
在
の
生
活
状
況
な
ど
を
丁
重
に

聞
き
、
法
に
基
づ
く
納
税
の
緩
和
措
置
を
行
っ
て
い

る
。
さ
ら
に
、
今
後
も
資
力
の
回
復
の
見
込
み
が
難

し
い
と
判
断
し
た
滞
納
者
に
は
、
２
年
間
で
１
７
６

件
、
１
億
８
６
０
０
万
円
の
滞
納
処
分
の
執
行
停
止

を
行
っ
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
徴
収
一
元
化
に
よ
り
、
各
公
金
所
管

課
は
、
現
年
分
の
徴
収
業
務
に
専
念
す
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
な
り
、
ど
の
公
金
に
つ
い
て
も
徴
収
率

が
２
〜
３
ポ
イ
ン
ト
向
上
し
て
い
る
。
ま
た
、
滞
納

者
へ
収
納
業
務
移
管
予
告
通
知
書
を
送
付
す
る
だ
け

で
も
、
今
ま
で
納
付
も
連
絡
も
全
く
無
か
っ
た
滞
納

者
の
２
〜
３
割
が
納
付
や
分
納
す
る
と
の
連
絡
が
あ

る
な
ど
、
か
な
り
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
効
果
が
あ
る
こ
と

も
見
逃
せ
な
い
。

　

市
営
住
宅
家
賃
な
ど
の
私
債
権
も
一
元
徴
収
へ

　

こ
の
よ
う
に
本
市
に
お
い
て
は
、
平
成
20
年
度
か

ら
公
金
徴
収
一
元
化
を
実
施
し
、
着
実
に
実
績
を

上
げ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
、
貴
重
な
財
源
を
確
保

す
る
と
同
時
に
、
き
ち
ん
と
納
付
し
て
い
る
市
民
と

の
公
平
・
公
正
の
観
点
か
ら
も
重
要
で
あ
る
こ
と

は
、
言
う
ま
で
も
な
い
。
今
後
も
、
公
金
徴
収
一

元
化
を
更
に
進
め
る
取
り
組
み
と
し
て
、
平
成
23

年
度
に
お
い
て
は
、「
債
権
管
理
条
例
案
」
を
議
会

に
提
出
す
る
と
と
も
に
、
強
制
徴
収
す
る
際
に
民

事
訴
訟
を
必
要
と
す
る
債
権（
非
強
制
徴
収
公
債
権
、

私
債
権
）
に
つ
い
て
も
、
債
権
回
収
対
策
室
で
滞
納

債
権
を
名
寄
せ
し
、
滞
納
額
を
合
算
し
て
訴
訟
を

行
っ
て
い
く
予
定
で
あ
る
。
も
ち
ろ
ん
、
各
公
金
所

管
課
が
債
権
ご
と
に
民
事
訴
訟
す
る
こ
と
は
可
能
で

あ
る
が
、
非
効
率
的
で
あ
り
、
少
額
債
権
の
場
合
に

は
、
債
権
額
よ
り
訴
訟
費
用
の
ほ
う
が
高
く
な
っ
て

し
ま
う
。
債
権
ご
と
に
公
金
所
管
課
が
別
々
で
も
、

本
来
一
人
の
滞
納
者
に
対
す
る
自
治
体
の
債
権
額
は

そ
の
合
計
金
額
で
あ
る
。
例
え
ば
、
市
営
住
宅
の
滞

納
者
に
家
賃
の
支
払
訴
訟
を
提
起
し
た
時
に
、
霊

園
管
理
料
や
市
立
病
院
の
診
療
費
な
ど
ほ
か
に
滞

納
債
権
は
無
い
か
、
あ
れ
ば
滞
納
額
を
合
算
し
て
支

払
訴
訟
す
べ
き
で
あ
る
。
仮
に
同
じ
滞
納
者
で
、
ほ

か
の
少
額
債
権
を
訴
訟
し
な
い
と
な
る
と
、
市
に
よ

る
債
権
放
棄
と
み
な
さ
れ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
り
か

ね
な
い
。

　

す
べ
て
の
債
権
に
お
い
て
、
納
付
の
公
平
・
公
正

の
維
持
と
貴
重
な
財
源
の
確
保
に
は
、
自
治
体
が
保

有
す
る
債
権
を
放
棄
す
る
こ
と
な
く
、
確
実
に
徴
収

す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
今
後
も
公
金
徴
収
の
一

元
化
が
ま
す
ま
す
重
要
に
な
る
中
で
、
組
織
や
シ
ス

テ
ム
の
構
築
は
も
と
よ
り
、
職
員
の
や
る
気
が
何
よ

り
も
求
め
ら
れ
る
。

図1　船橋市における収入未済（滞納額）と徴収率の推移
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（注１）表中における計数は、超過課税及び法定外税を含まず、地方法人特別譲与税を含む。
（注２）平成20年度までは決算額、21年度は決算見込額、22年度は地方財政計画額である。
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図2　政令市･中核市との市税徴収率の比較
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図3　平成２１年度船橋市債権回収対策室徴収実績（平成２２年３月末現在）

区分
移管人数 処理状況の内訳

徴 収 金 額
移管金額 完　　納 差　　押 執行停止 

（即時・３年）

保 育 料
203 人 37 件 75 件 20 件

11,889,704 円
45,568,532 円 4,017,450 円 1,659,302 円 4,134,916 円

養育医療費負担金
4 人 3 件 3 件 0 件

100,239 円
152,439 円 75,879 円 70,438 円 0 円

国 民 健 康 保 険 料
428 人 47 件 115 件 26 件

45,088,200 円
194,856,451 円 17,045,470 円 8,839,119 円 6,582,686 円

介 護 保 険 料
158 人 36 件 41 件 19 件

7,082,078 円
18,498,806 円 4,337,739 円 1,367,629 円 1,843,250 円

下 水 道 使 用 料
351 人 81 件 80 件 42 件

22,539,222 円
65,781,310 円 10,776,237 円 3,839,621 円 5,655,736 円

下水道受益者負担金
77 人 39 件 17 件 4 件

2,116,690 円
3,540,040 円 1,579,410 円 419,700 円 223,300 円

公 金 計
1,221 人 243 件 331 件 111 件

88,816,133 円
328,397,578 円 37,832,185 円 16,195,809 円 18,439,888 円

市税（公金滞納者） 290,887,862 円 11,616,700 円 17,776,851 円 96,726,549 円

合 計 619,285,440 円 27,812,509 円 36,216,739 円 185,542,682 円
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特集　地方自治体の債権回収と新たな収入確保策
寄稿 3
加
西
市
に
お
け
る
債
権
回
収
と

新
た
な
収
入
確
保
へ
の
取
り
組
み

質
向
上
と
市
役
所
経
営
の
効
率
化
に
取
り
組
ん
で
き

た
。
市
役
所
の
業
務（
公
の
仕
事
）を
全
て
公
務
員
で

担
う
の
で
は
な
く
、
市
民
に
委
ね
ら
れ
る
も
の
は
委

ね
、
民
間
に
任
せ
ら
れ
る
も
の
は
任
せ
て
、
税
金
を

効
率
的
に
使
う
よ
う
に
努
め
て
い
る
。

　

市
長
に
就
任
し
て
約
８
カ
月
後
の
平
成
18
年
４

月
、
ま
ず
上
下
水
道
関
連
の
窓
口
業
務
（
検
針
、
開

閉
栓
、
料
金
収
納
な
ど
）
を
包
括
的
に
関
西
電
力
㈱

の
子
会
社
で
あ
る
関
電
サ
ー
ビ
ス
㈱（
寺
本
嵩
社
長
）

に
委
託
し
た
。
こ
の
業
務
を
包
括
委
託
し
た
こ
と

に
よ
る
初
年
度
の
経
済
的
効
果
は
、
人
件
費
削
減

１
０
３
０
万
円
、
滞
納
回
収
増
３
３
６
０
万
円
。
２

年
目
は
人
件
費
削
減
９
５
０
万
円
、
滞
納
回
収
増

３
７
９
０
万
円
に
達
し
、
そ
の
結
果
、
水
道
料
金
を

５
％
値
下
げ
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
以
来
５
年
間
の

効
果
額
は
約
３
億
３
１
２
０
万
円
と
な
る
見
込
み
で

あ
る
。

　

過
去
３
年
間
の
実
績
を
踏
ま
え
、
平
成
21
年
度
の

契
約
更
新
時
に
、
民
間
事
業
者
の
ヤ
ル
気
を
更
に
引

き
出
す
た
め
、
私
か
ら
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
条
項
を
提

案
し
契
約
に
加
え
た
。
本
件
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の

成
功
を
待
っ
て
、
平
成
20
年
11
月
か
ら
は
前
述
の
上

下
水
道
料
金
、
市
税
、
国
民
健
康
保
険
税
を
除
い
た

ほ
か
の
市
債
権（
市
営
住
宅
使
用
料
、
し
尿
収
集
手
数

料
、
保
育
料
、
市
立
病
院
医
療
費
、
土
地
改
良
事
業

負
担
金
、
住
宅
改
修
資
金
等
貸
付
金
な
ど
）を
民
間
の

サ
ー
ビ
サ
ー（
債
権
回
収
会
社
）に
包
括
委
託
し
た
。

　

民
間
サ
ー
ビ
サ
ー
の
活
用

　
「
債
権
管
理
回
収
業
に
関
す
る
特
別
措
置
法
」に
基

づ
き
法
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
た
民
間
サ
ー
ビ
サ
ー

各
社
は
、
過
去
10
年
に
わ
た
っ
て
民
間
債
権
の
管
理

回
収
業
務
で
既
に
相
当
の
実
績
を
上
げ
て
い
る
。
一

方
、
自
治
体
が
法
的
根
拠
の
異
な
る
各
種
債
権
を
包

括
的
に
民
間
サ
ー
ビ
サ
ー
に
委
託
し
た
前
例
は
皆
無

で
あ
っ
た
。

　

民
間
サ
ー
ビ
サ
ー
の
ノ
ウ
ハ
ウ
や
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ

ル
を
公
的
債
権
の
回
収
に
活
用
で
き
れ
ば
、
市
の
歳

入
確
保
に
大
き
く
寄
与
し
得
る
と
考
え
、
旧
知
の
Ｓ

Ｂ
Ｉ
グ
ル
ー
プ
北
尾
吉
孝
代
表
に
相
談
し
た
。
北
尾

代
表
は
即
座
に
公
民
連
携
の
メ
リ
ッ
ト
を
理
解
さ

れ
、
二
つ
返
事
で
協
力
を
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
、

グ
ル
ー
プ
会
社
の
Ｓ
Ｂ
Ｉ
債
権
回
収
サ
ー
ビ
ス
㈱

（
木
下
玲
子
社
長
）を
紹
介
さ
れ
た
。

　

サ
ー
ビ
サ
ー
の
活
用
に
あ
た
っ
て
の
最
初
の
難
関

は
、
市
職
員
の
凝
り
固
ま
っ
た
考
え
方
と
過
去
か
ら

脈
々
と
受
け
継
が
れ
て
き
た
業
務
方
法
を
改
め
さ
せ

る
こ
と
だ
っ
た
。
収
納
課
を
新
設
、
他
部
署
か
ら
人

材
も
入
れ
、
彼
ら
自
身
も
滞
納
の
回
収
現
場
で
実
際

に
苦
労
し
て
い
た
こ
と
も
あ
っ
て
、
民
間
サ
ー
ビ

サ
ー
に
学
ぼ
う
と
い
う
問
題
意
識
や
主
体
性
が
次
第

に
芽
生
え
た
。
そ
し
て
、
収
納
課
長
を
中
心
と
し
て

庁
内
関
係
部
署
を
横
断
的
に
集
め
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

チ
ー
ム
を
結
成
し
、
同
社
と
事
務
レ
ベ
ル
協
議
や
研

究
を
重
ね
た
結
果
、
公
的
債
権
の
回
収
業
務
を
包
括

委
託
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
と
の
全
庁
的
判
断
に

達
し
た
。

　

同
社
に
は
企
画
構
想
段
階
で
大
変
お
世
話
に
な
っ

た
が
、
行
政
と
し
て
は
同
社
を
特
別
扱
い
で
き
な
い

の
で
、
全
国
サ
ー
ビ
サ
ー
協
会
に
加
盟
す
る
サ
ー
ビ

サ
ー
１
０
０
余
社
に
も
呼
び
か
け
、
十
分
な
周
知
期

間
を
設
け
た
上
で
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
を
募
集
し
た
。
副

市
長
以
下
９
名
の
選
考
委
員
会
で
、
実
施
手
法
、
手

順
、
実
績
、
委
託
費
な
ど
を
基
準
に
選
考
し
た
結
果
、

最
終
的
に
は
ニ
ッ
テ
レ
債
権
回
収
㈱
（
岡
田
政
幸
社

長
）
に
委
託
す
る
こ
と
に
決
ま
っ
た
。
Ｓ
Ｂ
Ｉ
債
権

回
収
サ
ー
ビ
ス
㈱
に
教
え
を
請
う
て
以
降
、
包
括
委

託
実
現
ま
で
１
年
５
カ
月
を
要
し
た
。

　

加
西
市
で
進
め
る
公
民
連
携
（
Ｐ
Ｐ
Ｐ
）

　

市
役
所
が
サ
ー
ビ
ス
領
域
を
拡
大
し
非
効
率
な

業
務
を
続
け
る
こ
と
は
、
市
民
に
必
要
以
上
の
税
負

担
を
強
い
る
に
等
し
い
。
加
西
市
で
は
、
民
間
に
委

託
す
る
方
が
効
率
的
か
つ
サ
ー
ビ
ス
の
質
も
向
上

す
る
も
の
に
つ
い
て
は
順
次
民
間
委
託
し
て
き
た
。

そ
れ
に
よ
っ
て
市
職
員
も
大
い
に
刺
激
を
受
け
、
行

政
側
の
意
識
改
革
も
進
ん
だ
点
で
、
経
済
的
な
効
果

を
は
る
か
に
上
回
る
大
き
な
意
味
が
あ
っ
た
と
考

え
て
い
る
。

　

公
務
員
の
60
歳
定
年
制
度
や
市
役
所
の
人
事
制
度

の
下
で
は
、
ノ
ウ
ハ
ウ
が
組
織
内
に
中
々
蓄
積
さ
れ

ず
、
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
が
育
た
な
い
。
そ
こ
で
、

社
会
人
採
用
や
任
期
付
き
採
用
に
よ
っ
て
人
材
を
補

強
す
る
と
と
も
に
、
民
間
企
業
や
大
学
な
ど
外
部
組

織
と
の
公
民
連
携（
Ｐ
Ｐ
Ｐ
）に
注
力
し
て
い
る
。

　

と
か
く
行
政
は
す
べ
て
の
業
務
を
直
営
で
行
お
う

と
し
て
人
員
や
資
産
を
過
剰
に
抱
え
込
み
、
非
効
率

に
な
り
が
ち
で
あ
る
。
ま
た
、
法
律
や
予
算
に
縛
ら

れ
た
行
政
が
、
痒
い
所
に
手
が
届
く
よ
う
な
き
め
細

か
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と
に
は
元
々
無
理
も

　

５
年
間
で
債
務
を
２
割
削
減

　

加
西
市
は
兵
庫
県
の
中
南
部
、
播
磨
平
野
の
北
東

部
に
位
置
す
る
自
然
豊
か
な
ま
ち
で
あ
る
。
昭
和
42

年
に
旧
加
西
郡
三
町
が
合
併
し
て
加
西
市
と
な
り
、

現
在
１
５
０
㎢
の
市
域
に
約
４・８
万
人
が
居
住
し
て

い
る
。
三
洋
電
機
㈱
創
業
の
地
で
も
あ
り
、
昨
秋
に

は
同
社
の
自
動
車
用
リ
チ
ウ
ム
イ
オ
ン
電
池
の
新
工

場「
加
西
グ
リ
ー
ン
エ
ナ
ジ
ー
パ
ー
ク
」が
完
成
し
た
。

　

加
西
市
の
予
算
規
模
（
平
成
22
年
度
）
は
、
一
般

会
計
１
８
９
・
５
億
円
、
６
特
別
会
計
90
・
３
億

円
、
４
企
業
会
計
１
３
０
・
９
億
円
で
、
連
結
で
は

４
１
０
・７
億
円
。
ま
た
一
般
会
計
に
対
す
る
年
間
市

税
収
入
は
61
・
2
億
円
で
あ
る
。
市
立
病
院
、
幼
稚

園
、
保
育
所
な
ど
も
含
め
た
全
施
設
で
約
１
１
０
０

名
の
ス
タ
ッ
フ（
正
職
員
、
嘱
託
員
、
臨
時
職
員
）が

働
い
て
お
り
、
そ
の
人
件
費
総
額
は
年
間
約
77
億
円

で
あ
る
。（
10
年
前
に
比
べ
約
８
億
円
減
）

　

平
成
17
年
７
月
、
市
長
就
任
時
点
で
加
西
市
の
実

質
債
務
残
高
は
約
６
５
６
億
円
あ
っ
た
。
そ
の
約
６

割
は
下
水
道
整
備
の
た
め
の
起
債
に
よ
る
も
の
で
、

先
手
を
打
っ
た
さ
ま
ざ
ま
な
行
財
政
改
革
の
結
果
、

こ
の
５
年
間
で
１
４
２
億
円
（
21
・
６
％
）
削
減
で

き
た
。
市
民
１
人
当
た
り
の
債
務
は
、
１
２
９
万
円

か
ら
１
０
６
万
円
ま
で
減
り
、
今
で
も
１
日
当
た
り

７
２
４
万
円
ず
つ
借
金
は
減
っ
て
い
る
。

　

子
供
に
ツ
ケ
を
回
さ
な
い

　

健
全
財
政
は
す
べ
て
の
行
政
・
施
策
の
大
前
提
で

あ
る
。
将
来
、
人
口
減
と
税
収
減
が
激
化
す
る
前
に

市
財
政
を
健
全
化
す
る
べ
く
、
私
は
「
子
供
に
ツ
ケ

を
回
さ
な
い
」
を
キ
ャ
ッ
チ
フ
レ
ー
ズ
に
行
財
政
改

革
を
進
め
、
か
つ
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
質
を
向
上
し
て

き
た
。

　

市
税
収
入
は
、
平
成
９
年
度
の
71
億
３
５
０
０
万

円
を
ピ
ー
ク
に
、
平
成
21
年
度
は
66
億
３
５
０
０
万

円
で
あ
っ
た
。
財
政
再
建
の
た
め
に
は
、
無
駄
な
支

出
を
抑
制
す
る
と
と
も
に
新
た
な
財
源（
収
入
源
）を

確
保
し
、
併
せ
て
滞
納
債
権
を
適
切
に
回
収
す
る
こ

と
が
肝
要
で
あ
る
。

　

加
西
市
で
は
、
ネ
ッ
ト
公
売
を
含
め
た
資
産
売

却
、
市
役
所
の
空
床
賃
貸
、
携
帯
基
地
局
へ
の
賃
貸
、

看
板
・
広
告
収
入
、
ふ
る
さ
と
納
税
な
ど
を
既
に
実

施
し
、
相
応
の
収
入
は
得
て
い
る
が
、
本
稿
で
は
割

愛
す
る
。
近
年
、
経
済
情
勢
の
悪
化
に
伴
っ
て
滞
納

額
は
増
え
る
傾
向
に
あ
り
、
税
金
や
各
種
料
金
の
円

滑
な
収
納
は
、
財
源
確
保
と
負
担
の
公
平
の
両
面
か

ら
大
き
な
課
題
で
あ
る
。

　

以
前
の
加
西
市
で
は
、
滞
納
金
を
積
極
的
に
回
収

し
て
い
な
か
っ
た
。
ど
う
し
て
も
回
収
で
き
な
い
債

権
は
、
毎
年
、
不
納
欠
損
処
理
を
し
て
い
る
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
累
積
し
た
滞
納
金
は
過
年
度
分
と
現
年

分
を
合
わ
せ
10
億
円
以
上
に
な
っ
て
い
た
。
ま
た
、

難
し
い
回
収
案
件
は
放
置
さ
れ
、
担
当
者
の
異
動
や

退
職
な
ど
で
、
有
耶
無
耶
の
う
ち
に
時
効
が
到
来
し

て
し
ま
う
ケ
ー
ス
が
少
な
く
な
か
っ
た
。

　

民
間
で
で
き
る
こ
と
は
民
間
に

　

従
来
、
官
が
独
占
し
て
き
た
事
業
を
民
に
開
放
す

れ
ば
、
官
は
民
の
力
で
行
政
や
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
変

革
し
、
民
は
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
を
得
る
こ

と
が
で
き
る
。
市
長
就
任
以
来
、
私
は
公
民
連
携（
Ｐ

Ｐ
Ｐ
）
と
市
民
参
画
を
基
軸
に
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の

加か
さ
い西
市
長　

中な
か
が
わ川

暢ち
ょ
う
ぞ
う三
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あ
る
。
例
え
ば
、
滞
納
者
相
手
の
回
収
業
務
は
土
日

や
夜
間
も
対
応
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
公
務
員
の
勤

務
体
系
で
は
無
理
が
あ
る
。
ま
た
公
務
員
が
交
渉
に

行
く
と
、
ま
ず
給
料
の
高
さ
、
働
き
の
悪
さ
、
役
所

仕
事
へ
の
不
満
な
ど
を
滞
納
者
か
ら
聞
か
さ
れ
、
苦

情
や
嫌
味
を
聞
か
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
で
は

積
極
的
に
滞
納
金
を
回
収
し
よ
う
と
い
う
気
持
ち
を

削
が
れ
て
し
ま
う
。

　

組
織
づ
く
り
、仕
組
み
づ
く
り
、ル
ー
ル
づ
く
り

　

市
長
に
初
当
選
し
て
約
８
カ
月
後
の
、
平
成
18
年

度
当
初
か
ら
財
務
部
税
務
課
収
税
係
を
収
納
課
と
し

て
独
立
さ
せ
た
。
市
税
だ
け
で
な
く
国
民
健
康
保
険

税
、
介
護
保
険
料
、
市
営
住
宅
使
用
料
、
し
尿
手
数

料
、
保
育
料
な
ど
、
市
の
各
種
債
権
の
回
収
に
イ
ニ

シ
ア
テ
ィ
ブ
を
取
れ
る
体
制
と
し
た
。

　

債
権
回
収
に
携
わ
る
職
員
に
は
豊
富
な
行
政
経
験

と
法
律
知
識
は
も
と
よ
り
、
交
渉
力
・
説
明
力
も
必

要
と
さ
れ
る
。
例
え
ば
地
方
税
法
、
国
税
徴
収
法
、

地
方
自
治
法
の
ほ
か
民
法
、
破
産
法
、
社
会
保
障
制

度
な
ど
幅
広
い
専
門
知
識
を
備
え
、
か
つ
納
税
や
支

払
い
を
渋
っ
て
い
る
市
民
・
債
務
者
に
対
し
て
は
説

得
力
も
必
要
で
あ
る
。
ま
た
単
に
業
務
ス
キ
ル
が
高

い
だ
け
で
な
く
、
滞
納
を
許
さ
な
い「
正
義
感
」、
業

務
遂
行
へ
の「
責
任
感
」、
い
か
に
頭
脳
的
に
回
収
す

る
か
と
い
う「
気
付
き
と
行
動
力
」の
あ
る
人
材
が
求

め
ら
れ
る
。

　

長
ら
く
、
延
滞
金
の
減
免
、
分
割
納
付
、
不
納
欠

損
に
つ
い
て
、
ほ
と
ん
ど
ル
ー
ル
や
基
準
も
な
し
に

担
当
者
の
裁
量
や
胸
先
三
寸
の
あ
い
ま
い
な
処
理
が

さ
れ
て
い
た
。
そ
こ
で「
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
」を
作
成

し
、
ま
た
「
延
滞
金
減
免
に
関
す
る
規
則
」「
不
納
欠

損
処
分
取
扱
規
則
」「
滞
納
処
分
の
執
行
停
止
に
関
す

る
要
綱
」「
分
割
納
付
に
係
る
事
務
処
理
要
綱
」「
差
押

に
関
す
る
判
断
基
準
」
な
ど
を
順
次
定
め
た
。
明
確

な
ル
ー
ル
に
従
っ
て
合
理
的
に
仕
事
が
で
き
る
環
境

を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
情
報
の
共
有
化
、
業
務
手

順
の
透
明
化
、
業
務
量
の
平
準
化
を
図
っ
て
内
部
統

制
も
取
れ
る
よ
う
に
し
た
。

　

平
成
18
年
度
に
収
納
課
を
発
足
し
て
以
降
、
平
成

19
年
度
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
公
売
を
開
始
、
平
成
20

年
度
に
は
消
費
者
金
融
過
払
金
の
差
し
押
さ
え
な
ど

の
取
り
組
み
を
開
始
。
平
成
21
年
度
は
差
押
に
応
じ

な
い
消
費
者
金
融
会
社
を
提
訴
、
収
滞
納
支
援
シ
ス

テ
ム
も
導
入
し
た
。
平
成
22
年
度
は
コ
ン
ビ
ニ
収
納

を
開
始
す
る
と
と
も
に
、
訪
問
徴
収
員
（
集
金
的
徴

収
）を
廃
止
し
、
自
主
納
付
を
推
進
し
て
い
る
。

　

今
後
の
取
り
組
み
方
針

　

私
自
身
も
収
納
課
担
当
者
に
同
行
し
て
滞
納
者

の
自
宅
や
会
社
を
訪
問
す
る
が
、
過
去
の
市
政
へ
の

不
満
、
行
政
の
不
作
為
、
ク
レ
ー
ム
処
理
の
つ
た
な

さ
な
ど
を
理
由
に
税
金
や
料
金
な
ど
を
納
め
な
い

滞
納
者
が
少
な
く
な
い
。
資
産
や
現
預
金
が
あ
り
な

が
ら
も
一
向
に
支
払
わ
な
い
悪
質
な
滞
納
者
も
い

る
。
そ
れ
を
そ
の
ま
ま
放
置
す
る
こ
と
は
行
政
の
怠

慢
で
あ
り
、
大
半
の
善
良
な
納
税
者
に
対
し
て
不
公

平
と
な
る
。

　

支
払
い
能
力
や
財
産
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
納

税
し
な
い
悪
質
滞
納
者
に
対
し
て
は
毅き
ぜ
ん然
た
る
態
度

で
臨
む
よ
う
職
員
に
指
導
し
、
次
々
と
財
産
の
差
押

え
な
ど
処
分
の
執
行
を
さ
せ
て
い
る
。
も
ち
ろ
ん
滞

納
者
か
ら
は
反
発
・
反
撃
も
あ
り
、
収
納
課
職
員
は

相
当
な
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
に
晒
さ
れ
て
い
る
が
、
悪
質

滞
納
者
に
対
し
て
ト
ッ
プ
が
弱
腰
で
は
、
担
当
職
員

の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
低
下
さ
せ
る
と
思
っ
て
い
る
。

　

他
方
、
回
収
見
込
み
の
な
い
焦
げ
付
き
債
権
い
わ

ゆ
る
不
良
債
権
に
対
し
、
い
た
ず
ら
に
コ
ス
ト
を
掛

け
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
。「
不
納
欠
損
」
と
い
う
法

律
で
認
め
ら
れ
た
債
権
放
棄
の
制
度
は
適
切
に
行
使

す
る
べ
き
で
あ
る
。

　

債
権
回
収
業
務
は
市
民
と
向
き
合
う
点
で
市
役

所
の
最
前
線
の
仕
事
で
あ
る
。
行
政
サ
ー
ビ
ス
に

対
す
る
市
民
の
率
直
な
評
価
が
、
不
満
・
未
納
と

い
う
形
で
直
接
突
き
つ
け
ら
れ
る
場
面
で
も
あ
る
。

債
権
回
収
す
る
こ
と
の
難
し
さ
厳
し
さ
を
知
り
、
市

民
か
ら
頂
戴
す
る
税
金
は
１
円
た
り
と
も
無
駄
に

し
な
い
と
い
う
意
識
を
持
た
せ
る
た
め
に
も
、
今
後

は
収
納
課
の
職
員
だ
け
で
な
く
、
他
部
署
の
職
員
に

も
滞
納
債
権
の
回
収
を
経
験
さ
せ
た
い
。
回
収
業
務

を
通
し
て
納
税
者
・
市
民
の
声
を
直
接
聴
く
な
ど
、

職
員
研
修
の
一
環
と
し
て
位
置
づ
け
た
い
と
考
え
て

い
る
。

未
収
債
権
を
確
保
せ
よ
！

〜
横
浜
市
の
取
り
組
み
〜

横
浜
市
健
康
福
祉
局
課
長
補
佐　

川か
わ
い
ゆ
き
お

井
幸
生

　

横
浜
市
の
未
収
債
権
確
保
の
取
り
組
み

　

地
方
分
権
改
革
の
推
進
が
、
地
方
自
治
体
の
粘
り

強
い
努
力
に
よ
り
図
ら
れ
よ
う
と
し
て
い
る
。

　

地
方
分
権
を
支
え
る
財
源
移
譲
が
税
財
源
の
移
譲

と
し
て
実
施
さ
れ
た
の
は
大
き
な
成
果
だ
。
し
か

し
、
現
状
で
は
い
ま
だ
不
十
分
で
あ
る
。
地
方
自
治

体
の
債
権
回
収
の
取
り
組
み
が
大
き
な
課
題
と
な
っ

て
い
る
。

　

国
か
ら
移
譲
さ
れ
た
税
財
源
を
含
め
、
地
方
自
治

体
が
保
有
す
る
債
権
を
自
ら
徴
収
で
き
る
か
、
で
き

な
い
か
が
、
直
接
予
算
に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
と

と
も
に
、
地
方
自
治
体
存
亡
の
危
機
と
な
り
得
る
。

　

横
浜
市
に
お
い
て
も
、
財
源
確
保
を
目
指
し
、
市
・

区
庁
舎
で
の「
広
告
収
入
の
確
保
」、
緑
の
保
全
を
目

的
と
し
た「
横
浜
み
ど
り
税
」の
導
入
、
市
全
体
の
未

収
債
権
の
徴
収
を
強
化
す
る
た
め
の
「
歳
入
確
保
強

化
担
当
」の
設
置
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。

　

平
成
21
年
度
末
現
在
の
市
全
体
の
未
収
債
権
は
、

国
民
健
康
保
険
料
・
市
税
な
ど
、
平
成
20
年
度
末
に

比
べ
て
12
億
円
減
っ
た
が
、
な
お
５
３
７
億
円
と
巨

額
で
あ
る
。

　

そ
の
対
策
と
し
て
、
市
長
か
ら
①
滞
納
発
生
の
未

然
防
止
、
②
早
期
未
納
対
策
の
充
実
と
滞
納
者
の
状

況
に
応
じ
た
的
確
な
滞
納
整
理
、
③
滞
納
整
理
の
た

め
の
効
果
的
・
効
率
的
な
仕
組
み
作
り
、
④
目
標
設

定
に
基
づ
く
的
確
な
進
ち
ょ
く
管
理
を
、
横
浜
市
全

体
を
挙
げ
て
実
施
し
、
未
収
債
権
に
取
り
組
む
姿
勢

が
示
さ
れ
た
。

　

具
体
的
な
取
り
組
み
と
し
て
は
、
現
在
、
滞
納
発

生
の
未
然
防
止
と
し
て
、
コ
ン
ビ
ニ
納
税
の
実
施
・

口
座
振
替
の
推
進
を
行
っ
て
い
る
。

　

早
期
未
納
対
策
と
し
て
、
民
間
事
業
者
に
委
託

し
、
電
話
納
付
案
内
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
て
、
新
規

未
納
者
に
電
話
催
告
を
実
施
し
て
い
る
。

　

滞
納
整
理
の
た
め
の
効
果
的
・
効
率
的
な
仕
組
み

作
り
と
し
て
、
市
税
情
報
を
活
用
し
た
滞
納
者
の
財

産
調
査
を
行
う
こ
と
を
可
能
と
す
る
た
め
、
税
務
職

員
と
国
保
職
員
の
兼
務
の
制
度
を
作
っ
た
。

　

目
標
設
定
に
基
づ
く
的
確
な
進
ち
ょ
く
管
理
と
し

て
は
、
徴
収
額
・
収
納
率
・
口
座
振
替
率
・
差
し
押

さ
え
件
数
・
換
価
件
数
そ
れ
ぞ
れ
に
目
標
を
設
定
し
、

進
ち
ょ
く
を
毎
月
管
理
し
て
い
る
。

　

横
浜
市
の
市
税
滞
納
整
理
の
経
過
と
取
り
組
み

　

横
浜
市
の
債
権
回
収
に
関
す
る
現
状
と
取
り
組
み

に
つ
い
て
紹
介
し
た
が
、
横
浜
市
の
取
り
組
み
は
今

に
始
ま
っ
た
こ
と
で
は
な
い
。
と
り
わ
け
、
市
税
滞
納

の
整
理
に
力
を
入
れ
、
大
き
な
成
果
を
挙
げ
て
き
た
。

　

市
税
滞
納
は
、
失
わ
れ
た
10
年
と
い
わ
れ
た
バ
ブ

ル
経
済
崩
壊
後
の
平
成
10
年
度
末
、
過
去
最
悪
の
収

入
歩
合
と
最
大
の
滞
納
繰
越
額
を
抱
え
る
と
い
う
緊

急
事
態
に
陥
っ
た
が
、
平
成
21
年
度
末
に
は
、
バ
ブ

ル
経
済
崩
壊
前
ま
で
回
復
す
る
こ
と
に
成
功
し
た
。

そ
の
経
過
と
取
り
組
み
を
紹
介
す
る
。

　

横
浜
市
の
市
税
収
入
歩
合
は
、
バ
ブ
ル
経
済
破
た

ん
の
影
響
を
受
け
、
平
成
２
年
度
末
で
97
・
４
％

あ
っ
た
が
、
平
成
10
年
度
末
で
93
・
０
％
ま
で
低
落

し
た
。
さ
ら
に
、
滞
納
繰
越
額
は
、
平
成
２
年
度
末

で
１
５
７
億
円
で
あ
っ
た
が
、
平
成
10
年
度
末
で
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職
場
に
お
い
て
も
滞
納
整
理
専
任
職
が
研
修
の
担

当
と
し
て
研
修
を
行
う
だ
け
で
な
く
、
新
任
の
職
員

に
は
、
先
輩
職
員
が
ト
レ
ー
ナ
ー
と
し
て
常
に
Ｏ
Ｊ

Ｔ
に
よ
る
研
修
を
行
っ
て
い
る
。

　

そ
の
結
果
、
１
年
目
の
新
任
の
職
員
で
も
、
財
産

調
査
・
捜
索
・
差
し
押
さ
え
・
換
価（
公
売
・
取
立
）・

配
当
の
実
務
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　

２
年
目
以
降
に
つ
い
て
も
、
弁
護
士
・
税
理
士
・

不
動
産
鑑
定
士
の
研
修
を
受
講
さ
せ
、
よ
り
専
門
的

な
人
材
を
育
成
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
人
材
育
成
を
行
っ
た
結
果
、
高
額
な

滞
納
を
し
な
が
ら
納
税
の
誠
意
が
な
い
者
に
つ
い
て

は
、
会
社
や
自
宅
の
捜
索
や
不
動
産
公
売
を
日
常
的

に
行
う
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
実
施
し
て
い
る
。

　

捜
索
は
、
平
成
15
年
度
か
ら
本
格
的
に
開
始
し
た

が
、
そ
の
最
初
の
捜
索
で
は
約
30
人
を
動
員
し
て
行

い
、
現
金
５
２
０
０
万
円
を
徴
収
す
る
こ
と
が
で
き

た
。
そ
れ
以
来
、
毎
年
15
回
以
上
行
っ
て
い
る
。

　

平
成
22
年
10
月
に
は
、
２
カ
所
を
同
時
に
捜
索

し
、
現
金
４
２
０
０
万
円
を
差
し
押
さ
え
、
取
り
立

て
た
。

　

捜
索
は
、
差
し
押
さ
え
だ
け
で
な
く
財
産
が
な
い

こ
と
の
確
認
を
行
う
こ
と
に
意
義
が
あ
る
。

　

不
動
産
公
売
に
つ
い
て
は
、
高
額
な
滞
納
を
し
な

が
ら
納
税
の
誠
意
が
な
い
者
に
つ
い
て
、
居
住
し
て

い
る
、
い
な
い
に
か
か
わ
ら
ず
公
売
し
て
い
る
。
毎

年
10
件
程
度
売
却
し
て
い
る
。

　

前
述
の
取
り
組
み
に
よ
っ
て
「
財
産
調
査
を
徹
底

す
る
こ
と
に
よ
り
、
徴
収
す
べ
き
も
の
は
徴
収
す

る
。
徴
収
不
可
能
な
も
の
は
、
停
止
・
即
時
欠
損
す

る
」が
実
行
で
き
て
い
る
。

　

結
果
と
し
て
平
成
21
年
度
末
に
お
い
て
、
滞
納
繰

越
分
収
納
率
は
37
・
５
％
と
政
令
都
市
第
１
位
、
現

年
度
滞
納
繰
越
分
を
合
わ
せ
た
収
納
率
は
97
・
１
％

と
な
り
、
政
令
指
定
都
市
で
は
、
名
古
屋
市
に
次
い

で
第
２
位
と
な
っ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
平
成
10
年
度
末
で
４
９
４
億
円
あ
っ
た
滞

納
額
は
、
１
７
１
億
円
に
減
少
し
た
。

　

10
年
の
歳
月
を
掛
け
た
人
材
育
成
が
結
実
し
た
の

で
あ
る
。

　

最
後
に

　

未
収
債
権
へ
の
対
応
を
誤
り
、
徴
収
す
べ
き
も
の

を
徴
収
し
な
け
れ
ば
、
や
が
て
地
方
自
治
体
は
、
存

亡
の
危
機
を
迎
え
る
こ
と
と
な
る
。

　
「
滞
納
整
理
は
人
な
り
、
人
材
育
成
が
最
短
の
道

な
り
」の
基
本
を
忘
れ
て
は
な
ら
な
い
。

図２　指定都市の収納率の推移（平成13〜21年度）

４
９
４
億
円（
政
令
指
定
都
市
ワ
ー
ス
ト
ワ
ン
）と
増

大
し
、
危
機
的
状
況
に
陥
っ
た
。

　

私
は
、
滞
納
整
理
に
お
い
て
最
悪
の
時
期
で
あ
っ

た
平
成
10
年
に
区
役
所
か
ら
局
収
納
対
策
推
進
室
に

配
転
し
、
各
区
を
指
導
し
、
支
援
す
る
こ
と
と
な
っ

た
。
早
速
、
横
浜
市
の
滞
納
整
理
に
つ
い
て
分
析
を

開
始
し
、
問
題
点
の
洗
い
出
し
お
よ
び
解
決
方
法
を

模
索
し
た
。

　

従
前
の
横
浜
市
の
滞
納
整
理
は
、
バ
ブ
ル
経
済
が

崩
壊
し
、
危
機
的
状
況
に
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

依
然
と
し
て
催
告
、
電
話
加
入
権
の
差
し
押
さ
え
、

不
動
産
の
差
し
押
さ
え
を
す
る
だ
け
。
差
し
押
さ
え

て
も
本
人
に
言
わ
れ
る
ま
ま
の
小
額
分
納
を
認
め
、

滞
納
額
が
増
加
し
よ
う
が
、
収
入
歩
合
が
下
が
ろ
う

が「
そ
ん
な
こ
と
は
関
係
な
い
」と
の
意
識
が
現
場
に

ま
ん
延
し
て
い
た
。

　

滞
納
案
件
ご
と
に
財
産
調
査
を
行
い
、
徴
収
で
き

る
案
件
と
徴
収
で
き
な
い
案
件
と
を
仕
分
け
し
て
、

そ
れ
に
基
づ
い
た
滞
納
整
理
を
行
う
と
い
う
基
本
原

則
が
確
立
さ
れ
て
お
ら
ず
、
徴
収
で
き
る
も
の
だ
け

を
優
先
し
て
徴
収
し
、
そ
の
ほ
か
は
放
置
し
て
い
た
。

　

さ
ら
に
、
市
全
体
の
財
産
調
査
基
準
お
よ
び
執
行

停
止
基
準
が
不
明
確
で
あ
り
、
財
産
が
無
く
、
納
付

で
き
な
い
こ
と
が
分
か
っ
て
い
て
も
滞
納
処
分
の
執
行

停
止
は
で
き
な
い
状
況
で
あ
っ
た
。
結
果
と
し
て
滞
納

税
額
を
増
大
さ
せ
、
収
入
歩
合
を
低
下
さ
せ
て
い
た
。

　

私
は
、
そ
の
よ
う
な
事
態
を
打
開
す
べ
く
、
行
動

を
開
始
し
た
。

　

人
材
育
成
を
最
優
先
に
し
て
行
い
、
徹
底
し
た
滞

納
整
理（
財
産
調
査
・
徴
収
・
差
し
押
さ
え
・
公
売
・

執
行
停
止
）
が
速
や
か
に
実
行
で
き
る
管
理
職
お
よ

び
職
員
の
育
成
を
目
指
し
た
。

　

そ
の
た
め
に
、
滞
納
整
理
に
必
要
と
す
る
マ
ニ
ュ

ア
ル
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
１
年
目
の
課
長
・
係

長
・
職
員
が
即
戦
力
と
な
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、

税
務
お
よ
び
滞
納
整
理
に
つ
い
て
の
研
修
を
徹
底
的

に
行
っ
た
。

　

具
体
的
に
は
、
係
長
研
修
は
、
辞
令
交
付
後
直
ち

に
４
日
間
連
続
で
朝
か
ら
晩
ま
で
、
職
員
が
１
年
掛

け
て
受
け
る
研
修
を
詰
め
込
み
、
さ
ら
に
、
新
任
課

長
と
一
緒
に
事
前
に
出
さ
れ
た
課
題
を
発
表
す
る
事

例
研
修
を
延
べ
５
日
間
行
い
、
現
場
で
必
要
な
知

識
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
お
よ
び
不
当
要
求
に
対
処
で
き

る
能
力
を
育
成
し
た
。

　

滞
納
整
理
に
必
要
な
知
識
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を
職
員
か

ら
教
え
て
も
ら
っ
て
い
て
は
、
係
長
と
し
て
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
で
き
な
い
か
ら
で
あ
る
。

　

新
任
の
職
員
に
つ
い
て
は
、
税
務
の
基
本
、
財
産

調
査
の
手
法
、
差
し
押
さ
え
の
方
法
、
取
り
立
て
公

売
の
方
法
、
捜
索
の
方
法
、
ロ
ー
ル
プ
レ
イ
ン
グ
に

よ
る
納
税
折
衝
の
仕
方
、
不
当
要
求
に
対
す
る
措
置

に
つ
い
て
１
年（
延
べ
20
日
）を
掛
け
て
丁
寧
に
研
修

を
行
っ
た
。

　

そ
の
年
度
の
初
め
に
実
施
す
る
捜
索
の
際
、
新
人

職
員
は
実
地
研
修
と
し
て
必
ず
従
事
さ
せ
、
２
回
以

上
経
験
さ
せ
た
。

　

さ
ら
に
、
動
産
公
売
や
不
動
産
公
売
に
つ
い
て
も

応
援
と
し
て
現
場
を
経
験
さ
せ
た
。

　

捜
索
、
動
産
公
売
や
不
動
産
公
売
を
実
施
す
る
際

に
は
、
必
ず
従
事
す
る
者
全
員
に
研
修
を
実
施
し
、

研
修
と
実
務
が
表
裏
一
体
で
あ
る
こ
と
を
体
験
さ

せ
た
。

図１　滞納額と収納率の推移


